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研究ノート
民法の流れ図
中　山　秀　登
はじめに
Ａ　編と編との関係
Ｂ　章と章との関係
Ｃ　節と節との関係
Ｄ　款と款との関係
Ｅ　条文と条文との関係
Ｆ　条文（本号，第 3編債権，第 2章契約，第 2節贈与，第 3節売買，
第 4節交換）
むすび
凡例
流れ図については，寺田文行ほか編・高校数学解法事典，1205頁以下
「コンピュータ」を参照した。同書1206頁によれば，
　は，「はじめ」と「おわり」を示す。
　は，「計算式など処理の内容をかく。」
100
流経法学　第18巻 第 2号
　は，「判断の条件をかきこみ，それによって分岐する。」
本稿では，
　　　　　　　　　のばあいに，YはYesすなわち「はい」を表し，
　　　　　　　　　　NはNoすなわち，「いいえ」を表す。
条文のなかの項は①②などと表す。注は，⑴⑵・・・などとして表す。
注のなかで，図をもちいて説明する。以下のように，図の意味を決める。
権利・義務の主体＝人＝
権利・義務の客体＝
　人が，何かある権利を持っている，あるいは義務を負っているというば
あい，人と権利・義務の客体は，線で結ばれている，と考える。そこで，
つぎのように表す。
　　は，権利があることを表す。たとえば，債権。
　　は，所有権があることを表す。所有権は，たとえて言えば，
綱である。
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　　制限物権の設定は，所有権の綱から，一本の糸を取り出すこ
とを表す。左図で点線は，制限物権が取り出されている状態
を表す。
　　は，占有権があることを表す。
　　は，義務があることを表す。たとえば，債務。
　　は，「売る」，「買う」などの意思表示などを表す。
登記
　　は，不動産にかんする物権の変動の対抗要件を表す。
引渡
　　は，動産にかんする物権の譲渡の対抗要件を表す。
対抗要件を で表したのは，つぎのイメージによる。
中世ヨーロッパの騎士が，片手にもっていた盾のイメージである。相手
からの攻撃を防ぐ盾の形は，おおよそ逆三角形であった。そこで，逆三角
形の形で，対抗要件を表す。
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流経法学　第18巻 第 2号
第 2節　贈与
第549条
贈与
⑴
　贈与は，当事者の一方が，自己の財産
を無償で相手方に与える意思を表示し，
相手方が受諾をすることによって，その
効力を生ずる。
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⑴　我妻・有泉コンメンタール民法・総則・物権・債権・第 5版，1125頁
を参照した。贈与者をＡ，受贈者をＢとする。
「目的物を
無償で与える」
「はい」
占有権
目的物 贈与者
所有権
受贈者 債務関係
贈与契約
Ａ
Ｂ
債権
債務
民法176条
による（通説）。
Ａが債務
を履行。
すなわち，
目的物を
引渡した。
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
所有権
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流経法学　第18巻 第 2号
第550条
第551条
書面によらない贈与の撤回権
　書面によらない贈与は，各当事者が撤回
することができる。ただし，履行の終わっ
た部分については，この限りでない。
贈与者の担保責任
　贈与者は，贈与の目的である物または権利
の瑕疵または不存在について，その責任を負
わない。ただし，贈与者が，その瑕疵または
不存在を知りながら受贈者に告げなかったと
きは，この限りでない。
①
②
　負担つき贈与については，贈与者は，そ
の負担の限度において，売主と同じく担保
の責任を負う。
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第552条
第553条
第554条
定期贈与
　定期の給付を目的とする贈与は，贈与者
または受贈者の死亡によって，その効力を
失う。
負担つき贈与
　負担つき贈与については，この節に定め
るもののほか，その性質に反しないかぎり，
双務契約にかんする規定を準用する。
死因贈与
　贈与者の死亡によって効力を生ずる贈与
については，その性質に反しないかぎり，
遺贈にかんする規定を準用する。
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流経法学　第18巻 第 2号
第 3節　売買
第 1款　総則
第555条
売買
⑴
　売買は，当事者の一方が，ある財産権を相
手方に移転することを約し，　相手方が，こ
れにたいして，その代金を支払うことを約す
ることによって，　その効力を生ずる。
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⑴　本条の「ある財産権を相手方に移転することを約し」の解釈につい
ては，金山正信・金山直樹・新版・注釈民法⑽ I，90頁以下を参照。沼
正也博士は，「民法の世界（新版）」136頁以下で，つぎのように述べら
れる。「市民社会法はすでに考察したように意思主義の体系であるから，
『物権ノ設定及ヒ移転ハ当事者ノ意思表示ノミニ因リテ其効力ヲ生ス』
るものとされている（一七六条）。たとえば，物の売買契約について売
ろう・買おうという意思の合致があっただけでまだ物が売主の手許にあ
るうちでもただちに物の所有権は売主から買主に移転するということに
なる・・・。この意思主義を非とし，客観主義をとるべきであり解釈上
もまたそうしなければならないと主張する有力な見解もある。すなわち，
不動産については登記，動産については引渡という特別の形式が備わら
なければ当事者間においても物権変動は生じないとするのである・・・。
市民社会法は上述のように意思主義の体系であるから，かような形式主
義をとることはできず，登記・引渡は第三者意思との比較較量からして
一定範囲の第三者に対する対抗要件として構成せられている。」沼博士
は，前掲書330頁で，つぎのように述べられる。「市民社会の構成員が理
念的に帯有せしめられている属性の一つである『独立』性からするとき
は，契約法の領域にあっても双務契約をして可及的排斥の法要請に連な
らしめる。なぜかならば，双務契約は債務の目的物を不可分な二個たら
しめて，その一半ずつを契約の両当事者に帰属せしめる・・・という本
質をもつものだからである。・・・双務契約は不可分的に相互的に債務
を負い合う契約であるがゆえに，後述のように建てまえとして相互に同
時履行の抗弁権を持ち合うが，それにもかかわらず目的物たる物の帰属
関係は契約の成立と時を等しからしめられているのも（物権変動の意思
主義。一七六条），究極的には右の『独立』性の理念の要請に出るもの
であることは既述のとおりである。」以上の沼博士の見解にもとづいて，
以下の図解をする。売主をＡ，買主をＢとする。
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流経法学　第18巻 第 2号
「売る」
「買う」
占有権
占有権
目的物 売主
所有権
Ａ
Ｂ
債権
債務
債務
債権
所有権
Ａ，Ｂが
債務を
履行。
Ａ
Ｂ
Ｂ
Ａ
債務関係買主
売買契約
代金
目的物
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第556条
売買の一方の予約
　売買の一方の予約は，相手方が，売買を完
結する意思を表示した時から，売買の効力を
生ずる。
①
⑴
⑵
②
　前項の意思表示について，期間を定めな
かったときは，予約者は，相手方にたいし，
相当の期間を定めて，その期間内に，売買を
完結するかどうかを確答すべき旨の催告をす
ることができる。この場合において，相手方
が，その期間内に確答をしないときは，売買
の一方の予約は，その効力を失う。
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流経法学　第18巻 第 2号
⑴　篠塚昭次・注釈民法⑵債権185頁によると「当事者のうちどちらか一
方の『意思表示』だけで『（本）契約』を成立させることのできる権利
を『予約完結権』という。」以下，Ａの所有地について，Ａが売主，Ｂ
が買主で，Ｂが予約完結権をもつばあい。登記については，省略する。
「売る」
「売買を
完結する」
「私（Ｂ）が
予約完結権を
もったうえで
買う」
ＡがＢへ
土地を
引渡した。
占有権
土地
所有権
Ａ
Ｂ
権利
義務
Ａ
Ｂ
Ｂ
Ａ
Ｂが予約完結権を行使。売買の一方の予約
占有権
債権
債務
所有権
Ａ
Ｂ
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⑵　民法556条 1 項の意思表示について，予約完結の期間を定めなかった
とき。Ａ，Ｂなどについては，⑴と同様とする。
「売る」
占有権
土地
所有権
Ａ
Ｂ
権利
義務
義務
権利
ＡがＢへ
催告した。
Ｂは期間内に
確答しなかった。
Ａ
Ｂ
Ｂ
Ａ
売買の一方の予約
売買の一方の予約は
効力を失う。
ＡはＢにたいし，相当の期間を
定めて，売買を完結するか否か
を確答すべき旨の催告権をもつ。
「私（Ｂ）が
予約完結権を
もったうえで
買う」
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流経法学　第18巻 第 2号
第557条
手付
②
　第545条，第 3項の規定は，前項の場合
には，適用しない。
　買主が売主に手付を交付したときは，当事
者の一方が，契約の履行に着手するまでは，
買主は，その手付を放棄し，売主は，その倍額
を償還して，契約の解除をすることができる。
①
⑴
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⑴　ＡがＡ所有の建物の売主，Ｂが買主のばあい。建物の代金が1000万円，
手付が100万円とする。青野博之・基本法コンメンタール債権各論Ⅰ契
約〔第 4版〕96頁によれば，「解約手付による解除がなされると，主た
る契約である売買契約の効力は消滅する。契約から生じた債権債務も消
滅する。」
〔買主が契約を解除するばあい〕
「売る」
「1000万円で買う。
手付100万円を
交付する」
占有権
建物
手付
所有権
Ａ
Ｂ
債権
債務
債務
義務
義務
権利
権利
債権
所有権
手付（100万円）
所有権
ＢがＡへ
手付を交付。
Ｂが手付を
放棄して，
契約を解除。
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
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流経法学　第18巻 第 2号
〔売主が契約を解除するばあい〕
「売る」
「1000万円で買う。
手付100万円を
交付する」
占有権
建物
200万円
所有権
所有権
Ａ
Ｂ
債権
債務
債務
義務
義務
権利
権利
債権
所有権
手付（100万円）
所有権
ＢがＡへ
手付を交付。
Ａが手付の
倍額200万円
を償還して，
契約を解除。
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
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第558条
第559条
売買契約にかんする費用
　売買契約にかんする費用は，当事者
双方が，等しい割合で負担する。
有償契約への準用
　この節の規定は，売買以外の有償契約
について準用する。ただし，その有償契
約の性質が，これを許さないときは，こ
の限りでない。
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流経法学　第18巻 第 2号
第 2款　売買の効力
第560条
第561条
他人の権利の売買における売主の義務
　他人の権利を売買の目的としたときは，
売主は，その権利を取得して，買主に移転
する義務を負う。
他人の権利の売買における売主の担保責任
　前条の場合において，売主が，その売却し
た権利を取得して，買主に移転することがで
きないときは，買主は，契約の解除をするこ
とができる。この場合において，契約の時に
おいて，その権利が売主に属しないことを
知っていたときは，損害賠償の請求をするこ
とができない。
⑴
⑵
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⑴　以下，⑵もふくめて，篠塚昭次・民法口話 4・債権各論・112頁以下
を参照した。土地の売主をＡ，土地の真正の所有者をＸ，土地の買主を
Ｂとする。
Ａ
Ｂ
権利
義務
Ｂは，Ａ所有の土地で
ないことについて善意。
債務
債権
「土地を売る」
「買う」
ＡはＸから
土地を取得
できなかった。
Ａ
Ｂ
土地
所有権
Ｘ
権利
義務
債権
債務
Ａ
Ｂ
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流経法学　第18巻 第 2号
⑵　土地の売主をＡ，土地の真正の所有者をＸ，土地の買主をＢとする。
Ａ
Ｂ
権利
義務
Ｂは，Ａ所有の土地で
ないことについて悪意。
債務
債権
「土地を売る」
「買う」
Ａは，Ｘから
土地を取得
できなかった。
Ａ
Ｂ
土地
所有権
Ｘ
権利
義務
Ａ
Ｂ
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第562条
他人の権利の売買における善意の売主の解除権
　売主が契約の時において，その売却した権
利が自己に属しないことを知らなかった場合
において，その権利を取得して，買主に移転
することができないときは，売主は，損害を
賠償して，契約の解除をすることができる。
①
⑵
　前項の場合において，買主が契約の時に
おいて，その買い受けた権利が売主に属し
ないことを知っていたときは，売主は，買
主にたいし，単に，その売却した権利を移
転することができない旨を通知して，契約
の解除をすることができる。
②
⑴
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流経法学　第18巻 第 2号
⑴　以下，⑵もふくめて，篠塚・前掲121頁以下を参照した。土地の売主
をＡ，土地の真正の所有者をＸ，土地の買主をＢとする。
Ａ
Ｂ
権利
義務
Ａは，Ａ所有の土地で
ないことについて善意。
債務
債権
「土地を売る」
「買う」
Ａは，Ｘから
土地を取得
できなかった。
Ａ
Ｂ
土地
所有権
Ｘ
義務
権利
債権
債務
Ａ
Ｂ
民法の流れ図
121
⑵　土地の売主をＡ，土地の真正の所有者をＸ，土地の買主をＢとする。
Ａ
Ｂ
権利
義務
Ａは，Ａ所有の土地で
ないことについて善意。
Ｂは，Ａ所有の土地で
ないことについて悪意。
債務
債権
「土地を売る」
「買う」
Ａは，Ｘから
土地を取得
できなかった。
Ａ
Ｂ
土地
所有権
Ｘ
義務
権利
Ａ
Ｂ
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流経法学　第18巻 第 2号
第563条
　売買の目的である権利の一部が，他人に属
することにより，売主が，これを買主に移転
することができないときは，買主は，その不
足する部分の割合におうじて，代金の減額を
請求することができる。
①
⑴
　前項の場合において，残存する部分のみで
あれば，買主が，これを買い受けなかったと
きは，善意の買主は，契約の解除をすること
ができる。
②
権利の一部が他人に属する場合における
売主の担保責任
③
　代金減額の請求または契約の解除は，善
意の買主が損害賠償の請求をすることを妨
げない。
民法の流れ図
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⑴　土地の売主をＡ，土地の一部の所有者をＸ，土地の買主をＢとする。
売買契約
所有権　民法176条による。
残存部分
残存部分
ＡがＢへ，Ｘ所有の部分を
移転できない。Ｂは残存部分
だけでは，土地を買わなかった。
Ｂは善意。
権利
義務
債務
債権
Ａ
Ｂ
債務
債権
債権権利 権利
義務 義務 債務
代金減額
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
「土地を売る」権利の一部が
Ｘに属していた。
「買う」
所有権
所有権
残存部分
所有権
Ｘ
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流経法学　第18巻 第 2号
第564条
前条の権利を主張できる期間
　前条の規定による権利は，買主が善意で
あったときは事実を知った時から，悪意で
あったときは契約の時から，それぞれ 1 年
以内に行使しなければならない。
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第565条
数量の不足または物の一部滅失のばあい
における売主の担保責任
　前二条の規定は，数量を指示して売買を
した物に不足があるばあい，または物の一
部が契約の時に，すでに滅失していたばあ
いにおいて，買主が，その不足または滅失
を知らなかったときについて，準用する。
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流経法学　第18巻 第 2号
第566条
地上権などがある場合などにおける売主の担保責任
　売買の目的物が，地上権，永小作権，地役
権，留置権または質権の目的である場合にお
いて，買主が，これを知らず，かつ，そのた
めに契約をした目的を達することができない
ときは，買主は，契約の解除をすることがで
きる。この場合において，契約の解除をする
ことができないときは，損害賠償の請求のみ
をすることができる。
　前項の規定は，売買の目的である不動産の
ために存すると称した地役権が存しなかった
ばあい，および，その不動産について登記を
した賃貸借があったばあいについて準用する。
①
②
③
　前二項の場合において，契約の解除また
は損害賠償の請求は，買主が事実を知った
時から 1年以内にしなければならない。
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第567条
抵当権などがある場合における売主の担保責任
　売買の目的である不動産について存した先
取特権または抵当権の行使により，買主が，
その所有権を失ったときは，買主は，契約の
解除をすることができる。
　買主は，費用を支出して，その所有権を保
存したときは，売主にたいし，その費用の償
還を請求することができる。
①
②
③
　前二項のばあいにおいて，買主は，損害
を受けたときは，その賠償を請求すること
ができる。
⑴
⑵
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流経法学　第18巻 第 2号
⑴　不動産の売主をＡ，買主をＢ，不動産の抵当権者，すなわちＡの債権
者をＣ，不動産を競売で買った，買受人をＤとする。
Ａ Ｃ
Ｂ
Ｄ
Ｂ
Ａ
Ｂ
債務
債務
債権
債権
抵当権者
所有権（Ｂの）－抵当権（Ｃの）
民法176条により，ＢはＣの抵当権の
負担のついた所有権を取得。
ＡがＣにたいし，
債務不履行。Ｃが
抵当権を行使。
Ｄが競売において
買受け。
「売る」 所有権 抵当権
抵当権
不動産
不動産
「買う」
Ｄは完全な所有権を取得。
ＢがＡへ
契約を解除。
（Ａの）
－抵当権（Ｃの）
Ｂ
債務 債権
Ａ Ｃ
民法の流れ図
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⑵　不動産の売主をＡ，買主をＢ，不動産の抵当権者，すなわちＡの債権
者をＣとする。
Ａ Ｃ
Ｂ
Ａ
Ｂ
Ａ
債務
債務
債権
債権
債務
債権
所有権（Ｂの）－抵当権（Ｃの）
民法176条により，ＢはＣの抵当権の
負担のついた所有権を取得。
ＢがＣへ，Ａの
債務を弁済。Ｃの
抵当権は消滅して，
Ｂは所有権を保存。
「売る」 所有権 抵当権
抵当権
不動産
Ｂは完全な所有権を取得。
「買う」
（Ａの）
－抵当権（Ｃの）
Ｂ
債務 債権
Ａ Ｃ
抵当権者
Ｂ
130
流経法学　第18巻 第 2号
第568条
強制競売における担保責任
　強制競売における買受人は，第561条から
前条までの規定により，債務者にたいし，契
約の解除をし，または代金の減額を請求する
ことができる。
　前項の場合において，債務者が無資力であ
るときは，買受人は，代金の配当を受けた債
権者にたいし，その代金の全部または一部の
返還を請求することができる。
①
②
　前二項の場合において，債務者が物もし
くは権利の不存在を知りながら申し出な
かったとき，または債権者が，これを知り
ながら競売を請求したときは，買受人は，
これらの者にたいし，損害賠償の請求をす
ることができる。
③
民法の流れ図
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第569条
⑴　債権の売主をＡ，買主をＢ，Ａのもつ債権の債務者をＣとする。
債権の売主の担保責任
　債権の売主が，債務者の資力を担保したと
きは，契約の時における資力を担保したもの
と推定する。
①
②
　弁済期に至らない債権の売主が，債務者
の将来の資力を担保したときは，弁済期に
おける資力を担保したものと推定する。
⑴
Ａ Ｃ
Ｂ
債権 債務
債務 債務「Ｃの資力を
担保して，
売る」
「買う」
Ｃ
債権債権
担保
Ａ
Ｂ
給付
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流経法学　第18巻 第 2号
第570条
売主の瑕疵担保責任
　売買の目的物に隠れた瑕疵があったときは，
第566条（地上権等があるばあい等における
売主の担保責任）の規定を準用する。ただし，
強制競売の場合は，この限りでない。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　篠塚昭次・前掲125頁以下を参照した。はじめに，民法570条を図解す
る。つぎに，比較の対象として，民法415条を図解する。建物の売主を
Ａ，買主をＢとする。契約の後，Ｂは代金を支払ったとする。
〔民法570条〕
契約の前から，建物の一部が白アリに食われて，空洞になっていた。した
がって，空洞の部分は，契約は無効。
「売る」
「買う」
占有権
建物
（特定物）
所有権
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
占有権
建物の全体が，債務の履行が不能。
債権所有権
売買契約
Ｂが解除。
債務
権利
義務
Ａ
Ｂ
134
流経法学　第18巻 第 2号
〔民法415条〕
「売る」
売買契約 債務関係 債務関係
「買う」
占有権
建物
（特定物）
所有権
Ａ
Ｂ
債務
債権
契約の後，売主Ａの
寝タバコ（過失）で，
建物が焼失。
Ａ
Ｂ
債務
債権
Ａ
Ｂ
民法の流れ図
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第571条
第572条
売主の担保責任と同時履行の抗弁権
　第533条（同時履行の抗弁権）の規定は，
第563条から第566条まで，および前条の
場合について準用する。
担保責任を負わない旨の特約
⑴
　売主は，第560条から前条までの規定に
よる担保の責任を負わない旨の特約をした
ときであっても，知りながら告げなかった
事実および自ら第三者のために設定し，ま
たは第三者に譲り渡した権利については，
その責任を免れることができない。
136
流経法学　第18巻 第 2号
⑴　高梨公之監修・口語民法・新補訂 2版を参照した。売主をＡ，買主を
Ｂ，第三者をＣとする。
〔売主Ａが事実を知りながら告げなかったばあい〕
「担保の責任を
負わないで売る」
「担保の責任を
負わない」と
いう特約は無効。
売買契約 民法176条により，
所有権はＢへ移転。
「買う」
所有権
Ａ
Ｂ
Ａは悪意。たとえば，
建物に白アリがいる
ことを知っていた。
義務
権利
Ａ
Ｂ
民法の流れ図
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〔売主Ａが，第三者Ｃのために権利を設定したばあい〕
Ｃ Ａ
Ｂ
債権 債務
所有権（Ｂの）－抵当権（Ｃの）
民法176条により，所有権はＢへ移転。
「担保の責任を
負わないで売る」
「担保の責任を
負わない」と
いう特約は無効。
抵当権
売買契約
所有権（Ａの）
－抵当権（Ｃの）
「買う」
Ｂ
債権
義務
抵当権
権利
債務
Ｃ Ａ
138
流経法学　第18巻 第 2号
〔売主Ａが，第三者Ｄに建物の所有権を譲り渡していたばあい〕
Ｄ
「担保の責任を
負わない」と
いう特約は無効。
所有権 所有権
「担保の責任を
負わないで売る」
Ａ，Ｂの売買契約の前に，
ＡがＡ所有の建物をＤへ
譲り渡していた。
売買契約
「買う」
Ａ
Ｂ
Ｄ
義務
権利
Ａ
Ｂ
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第573条
第574条
代金の支払い期限
　売買の目的物の引渡しについて期限があ
るときは，代金の支払についても，同一の
期限を付したものと推定する。
代金の支払い場所
　売買の目的物の引渡しと同時に，代金を
支払うべきときは，その引渡しの場所にお
いて支払わなければならない。
140
流経法学　第18巻 第 2号
第575条
第576条
果実の帰属および代金の利息の支払い
①
　買主は，引渡しの日から，代金の利息を支
払う義務を負う。ただし，代金の支払につい
て期限があるときは，その期限が到来するま
では，利息を支払うことを要しない。
②
　まだ引き渡されていない売買の目的物が，
果実を生じたときは，その果実は，売主に
帰属する。
権利を失うおそれがある場合の買主に
よる代金の支払いの拒絶権
⑴
　売買の目的について，権利を主張する者が
あるために，買主が，その買い受けた権利の
全部または一部を失うおそれがあるときは，
買主は，その危険の限度におうじて，代金の
全部または一部の支払いを拒むことができ
る。ただし，売主が相当の担保を供したとき
は，　この限りでない。
民法の流れ図
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⑴　土地の売主をＡ，買主をＢ，売買の目的物である土地について権利を
主張する者をＣとする。篠塚昭次・注釈民法⑵債権205頁を参照した。
「土地を売る」
「土地の
所有権は
私（Ｃ）
にある」
土地の権利を
主張する者Ｃ
があるため，
Ｂが土地の権利
の全部または
一部を失う
おそれがある。
売買契約
民法176条により，
所有権はＢへ移転。
「買う」
所有権
土地
Ａ
Ｂ
債権
債務
土地
土地
所有権
所有権
Ａ
Ｂ
債権 義務 権利
債務 権利 義務
ＡＣ
Ｂ
民法578条
による。
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流経法学　第18巻 第 2号
第577条
抵当権などの登記がある場合の買主に
よる代金の支払いの拒絶権
　買い受けた不動産について，抵当権の登記
があるときは，買主は，抵当権消滅請求の手
続が終わるまで，その代金の支払を拒むこと
ができる。この場合において，売主は，買主
にたいし，遅滞なく抵当権消滅請求をすべき
旨を請求することができる。
①
②
　前項の規定は，買い受けた不動産につい
て，先取特権または質権の登記があるばあ
いについて準用する。
⑴
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⑴　土地の売主をＡ，買主をＢ，売買の目的物である土地について抵当権
の登記がある者をＣとする。
Ｃ
債権 債務
所有権（Ｂの）－抵当権（Ｃの）
民法176条により，Ｂは所有権を取得。
「土地を売る」抵当権
抵当権
土地
売買契約
所有権（Ａの）
－抵当権（Ｃの）
「買う」
Ｂ
債権
債権
債務
義務
権利
権利
義務
権利
民法578条による。
義務
債務
Ｃ Ａ
抵当権
の登記
抵当権
の登記
Ａ
Ｂ
144
流経法学　第18巻 第 2号
第578条
売主の代金の供託の請求権
　前二条の場合においては，売主は，買主
にたいして，代金の供託を請求することが
できる。
民法の流れ図
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第 3款　買戻し
第579条
買戻しの特約
　不動産の売主は，売買契約と同時にした
買戻しの特約により，買主が支払った代金
および契約の費用を返還して，売買の解除
をすることができる。この場合において，
当事者が別段の意思を表示しなかったとき
は，不動産の果実と代金の利息とは相殺し
たものと見なす。
⑴
146
流経法学　第18巻 第 2号
⑴　不動産の売主をＡ，買主をＢとする。
「買戻しの特約
つきで売る」
Ａが買戻し。
所有権
「買う」
所有権
不動産
代金
Ａ
Ｂ
不動産
代金および契約の費用
Ａ
Ｂ
権利
義務
不動産
代金
Ａ
Ｂ
民法の流れ図
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第580条
買戻しの期間
　買戻しの期間は，10年を超えることができ
ない。特約で，これより長い期間を定めたと
きは，その期間は，10年とする。
①
　買戻しについて，期間を定めたときは，そ
の後に，これを伸長することができない。
②
③
　買戻しについて，期間を定めなかったと
きは， 5年以内に買戻しをしなければなら
ない。
148
流経法学　第18巻 第 2号
第581条
買戻しの特約の対抗力
　売買契約と同時に，買戻しの特約を登記し
たときは，買戻しは，第三者にたいしても，
その効力を生ずる。
①
②
　登記をした賃借人の権利は，その残存期
間中，1年を超えない期間にかぎり，売主
に対抗することができる。ただし，売主を
害する目的で賃貸借をしたときは，この限
りでない。
⑴
⑵
民法の流れ図
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⑴　不動産の売主をＡ，買主をＢ，Ｂから不動産の所有権を取得した者を
Ｃとする。注⑵をふくめて，篠塚・前掲209頁を参照した。
「買戻しの特約
つきで売る」
「買う」
「買う」「売る」
売買契約 売買契約
所有権
不動産
買戻しの特約を
登記。
ＡがＣへ
買戻し。
「所有権は
私（Ｃ）
にある」
Ａ
Ｂ Ｃ
権利
義務
Ａ
Ｂ
買戻し
の登記
権利
義務
Ａ
Ｃ Ｃ
買戻し
の登記
Ａ
買戻し
の登記
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流経法学　第18巻 第 2号
⑵　不動産の売主をＡ，買主をＢ，Ｂと不動産の賃貸借契約をむすんだ者
をＤとする。
「買戻しの特約
つきで売る」
「買う」
売買契約
所有権
不動産
買戻しの特約を
登記。
賃貸借契約
賃借権を登記
（民法605条）。
「不動産を賃貸借する」
「所有権は，私（Ａ）にある。
不動産を引渡せ」
Ｄは，賃借権の残存期間中，
1年を超えない期間，Ａに
対抗することができる。
「はい」
ＡがＢに
たいし，
買戻し。
Ａ
Ｂ Ｄ
権利
義務
Ａ
Ｂ
買戻し
の登記
債務 債権
（賃借権）
Ａ
Ｂ Ｄ
買戻し
の登記
賃借権の
登記
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第582条
⑴　我妻・有泉コンメンタール民法・総則・物権・債権・第 5版1186頁以
下を参照した。売主をＡ，買主をＢ，売主Ａの債権者をＣとする。Ａ
が，買戻しの特約つきで，不動産を500万円で，Ｂに売った。不動産の
現在の時価を800万円とする。以下，二つの場合を図解する。はじめは，
Ｃの債権額が200万円のばあい，つぎは，Ｃの債権額が400万円のばあい。
以下の数字は，万円単位とする。
買戻権の代位行使
⑴
　売主の債権者が，第423条の規定により，
売主に代わって，買戻しをしようとするとき
は，買主は，裁判所において選任した鑑定人
の評価にしたがい，不動産の現在の価額から，
売主が返還すべき金額を控除した残額に達す
るまで，売主の債務を弁済し，なお残余があ
るときは，これを売主に返還して，買戻権を
消滅させることができる。
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流経法学　第18巻 第 2号
〔ＣのＡへの債権額が，200万円のばあい〕
「買戻しの特約つき，
500で売る」
「買う」
売買契約
所有権
不動産
不動産
時価 800
不動産
所有権
ＣがＡに代位して，買戻し権を
行使しようとする。これにたいして，
Ｂが，買戻し権を消滅させるため，
ＢはＣへ200を弁済。ＢはＡへ，
残余の100を返還。
本条に当てはめると，「不動産の現在の価額」が800，「売主が返還すべき金額」が500，
800から500を，「控除した残額」が300である。
Ａ
Ｂ
Ａ Ｃ
Ｂ
Ｃ
権利
債務 債権
義務 義務
債権者
代位権
Ａ
Ｂ
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〔ＣのＡへの債権額が，400万円のばあい〕
「買戻しの特約つき，
500で売る」
「買う」
所有権
不動産
不動産
時価 800
不動産
ＣがＡに代位して，買戻し権を
行使しようとする。これにたいして，
Ｂが，買戻し権を消滅させるため，
Ｂは，Ｃへ300を弁済。
本条に当てはめると，「不動産の現在の価額」が800，「売主が返還すべき金額」が500，
800から500を，「控除した残額」が300である。
Ａ
Ｂ
Ｂ
Ｃ
権利
債務 債権
義務
債務 債権
義務
債権者
代位権
Ａ
Ｂ
Ａ Ｃ
売買契約
154
流経法学　第18巻 第 2号
第583条
買戻しの実行
　売主は，第580条に規定する期間内に，代
金および契約の費用を提供しなければ，買戻
しをすることができない。
①
　買主または転得者が，不動産について費
用を支出したときは，売主は，第196条の
規定にしたがい，その償還をしなければな
らない。ただし，有益費については，裁判
所は，売主の請求により，その償還につい
て相当の期限を許与することができる。
②
民法の流れ図
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第584条
共有持分の買戻し特約つき売買―その 1
⑵
⑴
　不動産の共有者の一人が，買戻しの特約
を付して，その持分を売却した後に，その
不動産の分割または競売があったときは，
売主は，買主が受け，もしくは受けるべき
部分または代金について，買戻しをするこ
とができる。ただし，売主に通知をしない
でした分割および競売は，売主に対抗する
ことができない。
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流経法学　第18巻 第 2号
⑴　不動産の共有者の一人をＢ，他の共有者をＡ，Ｂが買戻しの特約つき
で，Ｂの持分を売却した相手方である買主をＣとする。以下では，不動
産の分割のばあいを図解する。各共有者の持分は，相等しいものとする。
注⑵をふくめて，沼正也・民法の世界〔新版〕371頁以下を参照した。
「買う」
義務
権利
不動産をＡ，Ｂが共有。
「買戻しの特約つきで
Ｂの持分を売る」
Ａ Ｂ
Ｃ
「Ａ，Ｃ間で
分割」を
Ｂへ通知。
ＢがＣへ
買戻し。Ａ Ｃ Ａ Ｂ
Ｂ
不動産をＡ，Ｃが共有。
Ａ Ｃ
Ｂ
義務
権利
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⑵　⑴と同様，不動産の共有者の一人をＢ，他の共有者をＡ，Ｂが買戻し
の特約つきで，Ｂの持分を売却した相手方である買主をＣとする。以下
では，不動産の分割のばあいを図解する。各共有者の持分は，相等しい
ものとする。
「買う」
義務
権利
不動産をＡ，Ｂが共有。
「買戻しの特約つきで
Ｂの持分を売る」
Ａ Ｂ
Ｃ
「Ａ，Ｃ間で
分割」を
Ｂへ通知
しなかった。
ＢがＣへ
買戻し。Ａ Ｃ Ａ Ｂ
Ｂ
不動産をＡ，Ｃが共有。
Ａ Ｃ
Ｂ
義務
権利
分割の通知が
なかった「分割した」
158
流経法学　第18巻 第 2号
第585条
共有持分の買戻し特約つき売買―その 2
　前条の場合において，買主が不動産の競売
における買受人となったときは，売主は，競
売の代金および第583条に規定する費用を  
支払って，買戻しをすることができる。この
場合において，売主は，その不動産の全部の
所有権を取得する。
①
　他の共有者が分割を請求したことにより，
買主が競売における買受人となったときは，
売主は，その持分のみについて買戻しをする
ことはできない。
②
⑴
⑵
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⑴　不動産の共有者の一人をＢ，他の共有者をＡ，Ｂが買戻しの特約つき
で，Ｂの持分を売却した相手方である買主をＣとする。各共有者の持
分は，相等しいものとする。注⑵をふくめて，沼正也・民法の世界〔新
版〕372頁以下を参照した。
「買う」
義務
権利
不動産をＡ，Ｂが共有。
Ｃが単独所有。
「買戻しの特約つきで
Ｂの持分を売る」
Ａ Ｂ
Ｃ
Ｃが分割を請求し，
競売。Ｃが，買受人
になった。
Ｂは，共有持分を買戻し
（民法579条）。
Ｂは，競売の代金および民法583条に
規定する費用を支払って，買戻し。
Ｂは，
以下，
二つの
選択権
がある。
Ｃ
Ｂが単独所有。
Ｂ
Ｃ Ｂ
Ｂ
不動産をＡ，Ｃが共有。
Ａ Ｃ
Ｂ
義務
権利
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⑵　不動産の共有者の一人をＢ，他の共有者をＡ，Ｂが買戻しの特約つき
で，Ｂの持分を売却した相手方である買主をＣとする。各共有者の持分
は，相等しいものとする。
「買う」
義務
権利
不動産をＡ，Ｂが共有。
Ｃが単独所有。 Ｂが単独所有。
「買戻しの特約つきで
Ｂの持分を売る」
Ａ Ｂ
Ｃ
Ａが分割を請求し，
競売。Ｃが買受人
になった。
Ｂが，不動産
全部を買戻し。Ｃ Ｂ
Ｂ
不動産をＡ，Ｃが共有。
Ａ Ｃ
Ｂ
義務
権利
民法の流れ図
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第 4節　交換
第586条
交換
　交換は，当事者が，互いに金銭の所有権以
外の財産権を移転することを約することに
よって，その効力を生ずる。
①
⑴
　当事者の一方が，他の権利とともに金銭
の所有権を移転することを約した場合にお
ける，その金銭については，売買の代金に
かんする規定を準用する。
②
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⑴　本条のなかの「金銭の所有権以外の財産権を移転する」の意味について，
学者は，つぎのように述べる。打田畯一・体系・民法事典・第 3版増補
511頁では「・・・，〔交換は〕両当事者が目的物を給付する債務を負担
するだけで契約として成立する。」沼正也・民法の世界〔新版〕373頁で
は「交換契約とは，当事者がたがいに金銭の所有権にあらざる有体・無
体の物を移転することを約するによって成立する契約である（五八六条
一項）。」以下では，Ａという人の，自己の所有物であり占有物であるア
という時計と，Ｂという人の，自己の所有物であり占有物であるイとい
う時計について，Ａ，Ｂが交換契約をむすぶことを図解する。
「交換しよう」
交換契約 債務関係
Ａ，Ｂが
債務を
履行。
「はい」
占有権
占有権
占有権
占有権
時計
所有権
所有権
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
債権所有権
所有権
債務
債務
債権
Ａ
Ｂ
